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　(一財)不動産適正取引推進機構は、令和元年度宅地建物取引士資格試験の合格者を１２月
４日（水）に発表しました。
　今年度の合否判定基準は、５０問中３５問以上正解した者（登録講習修了者は４５問中３
０問以上正解した者）とされ、合格率は１７．０％で、前年度の合格率１５．６％より１．
４ポイント上昇し、合格者数は３万７，４８１名（対前年度４，１２１名増、対前年度比１２．
４％増）でした。
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令和元年度宅地建物取引士資格試験実施結果

　合格者の概要は、男性が２万４，１８８名(合

格率１６．３％ )、女性が１万３，２９３名(合

格率１８．５％ )、うち、登録講習修了者の合

格者は１万１，８３８名(合格率２２．９％ )で

した。

　岐阜県の合格者数は、３７７名（男性２４７

名、女性１３０名）で、前年度より５４名増加

しました。合格率は１７．６％で、うち、登録

講習修了者の合格者は８１名で、合格率は２２．

９％でした。
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令和元年度「宅地建物取引士資格試験」合格発表



１． 顧客を集めるために売る意思のない条件の良い物件を広告し、実際は他の物件を販売しよ

うとする、いわゆる「おとり広告」及び実際には存在しない物件等の「虚偽広告」については、

宅地建物取引業法第３２条の規定により禁止されています。（「宅地建物取引業法の解釈・運

用の考え方」）

　　また、これらの広告は、不当景品類及び不当表示防止法第５条第３号（同号の規定により

指定された「不動産のおとり広告に関する表示」）及び不動産の表示に関する公正競争規約第

２１条においても禁止されているところです。

２．具体的には、例えば、実際には取引する意思のない物件を、顧客を集めるために、合理的

な根拠なく「相場より安い賃料・価格」等の好条件で広告して顧客を誘引（来店等を促す行為）

した上で、他者による成約や突然の雨漏りが生じた等を理由に、他の物件を紹介・案内する

ことは「おとり広告」に該当します。

３．成約済みの物件を速やかに広告から削除せずに当該物件のインターネット広告等を継続し

て掲載することや、広告掲載当初から成約済みの物件を掲載する場合も、故意・過失を問わ

ず「おとり広告」に該当します。

４．また、他の物件情報等をもとに、対象物件の賃料や価格、面積又は間取りを改ざんすること等、

実際には存在しない物件を広告することは「虚偽広告」に該当します。

５．各宅地建物取引業者においては、上記を踏まえ、広告の適正化に一層取り組むとともに、

宅地建物取引業法を始めとする関係法令等の遵守の徹底をお願いします。

　　特に、年度末にかけて宅地建物取引が増加する時期を迎えることから、業務の適正な運営

と宅地建物の公正な取引の確保を図るため、関係者への注意喚起をお願いします。

　今般、国土交通省より全宅連を通じて、広告の適正化等について注意喚起等の通知がありまし
たのでお知らせします。

「犯罪収益移転防止法施行規則」改正の概要（平成３０年１１月３０日公布）

【平成３０年１１月３０日施行】
　効率的な本人確認ができるよう、「オンラインで完結する本人確認方法」が新たに認められ
ました。

【令和２年４月１日施行】
　非対面の本人確認方法のうち、顧客に転送不要郵便を送付する方法及び本人限定受取郵便
を送付する方法について、本人確認書類を顔写真付きの書類に限定する等とされました。

　(公財)不動産流通推進センターにおいて、平成３０年１１月３０日施行、令和２年４月１日施
行の犯罪収益移転防止法施行規則改正に対応した「宅地建物取引業における犯罪収益移転防止の
ためのハンドブック【第３版改訂版】（ＰＤＦ）」が作成され、同センター「犯罪収益移転防止法
等連絡協議会」のホームページ（https://www.retpc.jp/shien/maneron）に掲載されましたの
でお知らせします。

おとり広告の禁止に関する注意喚起等について

宅地建物取引業における犯罪収益移転防止のための
ハンドブック【第３版改訂版】について
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　令和元年１１月１３日付で「不動産業における景品類の提供の制限に関する公正競争規約施行規

則」の一部が改正され、同日付で施行されましたのでお知らせします。

　今回の改正では、第１条第２項第５号の字句修正の他、第５条第２号の取引価額に「当該賃貸借

契約を締結する前に、一定期間契約を継続した後に賃借人に景品類を提供する旨告知して、当該

一定期間経過後に景品類を提供する場合は、この費用に、当該契約締結から一定期間に当該賃借

人が支払うべき費用を加えることとする。」の字句が追加されました。

　変更内容の詳細は、不動産公正取引協議会連合会ホームページ（http://www.rftc.jp/webkanri/

kanri/wp-content/uploads/2019/11/20191113-k_kisoku-henkou.pdf）をご覧ください。

「景品規約施行規則」の一部改正について

　租税特別措置法により、平成２８年４月１日以後に発生した自然災害により滅失し、又は損壊

したため取り壊した建物の代替建物を取得する場合等において、その被災をされた方（被災者）

が作成する「不動産の譲渡に関する契約書」及び「建設工事の請負に関する契約書」について、

印紙税を非課税とする措置が設けられています。

　今般、下記が当該非課税措置の対象となる自然災害として適用となりましたのでお知らせしま

す。

災害発生日 被災者生活再建支援法適用「自然災害」 該　当　区　域

・千葉県（県内全域）

・岩手県宮古・釡石・久慈市・下閉伊郡山

  田町

・群馬県富岡市・吾妻郡嬬恋村

・新潟県東蒲原郡阿賀町

・山梨県上野原市

・埼玉県（県内全域）

・東京都大田区・八王子・あきる野市・西

  多摩郡日の出町・檜原村

・神奈川県川崎・相模原市

・静岡県伊豆市

令和元年台風15号から10月25日の大雨ま
での一連の災害　(注)

令和元年台風19号による災害

元・９・９

元・10・12

印紙税の非課税措置について

※　自然災害とは、被災者生活再建支援法第２条第２号の政令で定める自然災害をいいます。

(注) 千葉県では、10月15日に、令和元年台風第15号から台風第19号までを一連の災害として、

県内全域に被災者生活再建支援法を適用したが、同県はこれを見直し、令和元年台風第15号か

ら10月25日の大雨までを一連の災害として同法を適用することとされました。

〇　ご不明な点や詳細につきましては、最寄りの税務署にお問合せください。



15.0

10.0

5.0

0

120

100

80

60

40

20

0

▲5.0

▲10.0

▲15.0

▲20.0

（
前
年
同
月
比
）

（
着
工
戸
数
）

（％）

（千戸）

（年・月）

●新設住宅着工戸数の推移（月別。 ▲はマイナス）

９月新設住宅着工９月新設住宅着工

7 981211 1109 3 42 65

5

　国土交通省がまとめた9月の新設住宅着工戸数は、分譲住宅が前年同月比14.1%増の2万4,029

戸と4カ月連続の増加となったものの、持ち家が同3.5%減の2万4,008戸と2カ月連続の減少、貸

家でも同16.8%減の2万9,414戸と13カ月連続の減少となったため、9月の新設住宅着工戸数全

体では、同4.9%減の7万7,915戸と3カ月連続の減少となり、着工床面積でも、同1.0%減の

641万2千㎡と2カ月連続の減少となった。

　着工戸数の季節調整済年率換算値は、同0.7%

増の89万7千戸となり、3カ月ぶりの増加となっ

た。

　持ち家では、民間資金分が同3.6%減の2万

1,407戸と2カ月連続の減少、公的資金分でも同

2.8%減の2,601戸と2カ月連続の減少となった

ため、全体でも減少となった。

　貸家では、民間資金分が同16.6%減の2万

6,629戸と28カ月連続の減少、公的資金分でも

同18.5%減の2,785戸と4カ月連続の減少となっ

たため、全体でも減少となった。

　分譲住宅では、マンションが同34.6%増の1

万2,022戸と2カ月連続の増加、戸建て住宅でも

同0.1%増の1万1,889戸と4カ月連続の増加と

なったため、全体でも増加となった。

　岐阜県の利用関係別着工戸数をみると、持ち

家が同16.8%減の422戸と2カ月連続の減少、貸

家が同16.1%減の291戸と2カ月連続の減少、分

譲住宅でも同2.9%減の136戸と4カ月ぶりの減

少となったため、岐阜県全体では、同16.7%減

の849戸と2カ月連続の減少となった。

　三大都市圏をみると、首都圏では、分譲住宅

が同21.5%増の1万2,444戸と増加となったもの

の、持ち家が同10.2%減の4,735戸、貸家でも

同16.7%減の1万467戸と減少となったため、首

都圏全体では同1.5%減の2万7,821戸となっ

た。

　中部圏では、分譲住宅が同3.0%増の2,264戸

と増加となったものの、持ち家が同1.8%減の

3,446戸、貸家でも同21.9%減の3,065戸と減

少となったため、中部圏全体では同9.0%減の

8,790戸となった。

　近畿圏では、持ち家が同7.6%増の3,290戸、

分譲住宅でも同12.7%増の4,337戸と増加と

なったものの、貸家が同22.8%減の4,174戸と

減少となったため、近畿圏全体では同5.5%減の

1万1,852戸となった。

　建築工法別では、戸建て系商品を中心とする

プレハブの持ち家が同7.4%減の3,417戸、貸家

が同3.7%減の7,057戸、分譲住宅でも同22.3%

減の366戸と減少となったため、全体では、同

5.8%減の1万914戸と2カ月連続の減少となっ

た。

　2×4では、持ち家が同3.6%減の2,694戸、貸

家が同8.2%減の5,971戸、分譲住宅でも同

5.9%減の1,210戸と減少となったため、全体で

は、同6.9%減の9,881戸と6カ月連続の減少と

なった。

前年同月比（伸び率）
着工戸数
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｢登録実務講習｣実施機関のお知らせ

(公財)不動産流通推進センターからのお知らせ

◎「登録実務講習（２年以上の実務経験を満たすための講習）」とは

　宅地建物取引士資格試験の合格者が、都道府県知事の資格登録を受けるためには、登録申請時

までに宅地建物の取引に関する実務経験が２年以上必要となります。

　実務経験が２年に満たない方は、宅建業法第１３条の１６第1号に基づき、国土交通大臣の登録

受けた講習実施機関が行う「登録実務講習」を修了することにより「２年以上の実務経験を有す

る者と同等以上の能力を有する者」と認められ、宅地建物取引業法第１８条第１項に規定する宅

地建物士資格の登録要件を満たすことができます。

　実務経験のある方の実務経験期間算定等については、試験受験地である都道府県庁の担当窓口

にご確認ください。

☆「実施機関」等

　国土交通省の登録を受けた「登録実務講習」の実施機関は、令和元年１０月９日現在、全国で

１８機関ありますが、講習の受講申込期間、実施日時、受講料等はそれぞれの講習実施機関によっ

て異なりますので、各講習実施機関にお問い合わせください。

　なお、講習実施機関の追加、廃止等については、国土交通省ホームページ内「宅地建物取引士の

登録について（http://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/1_6_bt_000251.html）」において随

時お知らせされます。

｢公認不動産コンサルティングマスター｣登録制度の変更について

　平成２７年４月１日に告知された通り、令和２年４月１日より、「公認不動産コンサルティング

マスター」の登録制度が変更になります。

　公認不動産コンサルティングマスター認定の有効期限を経過されている方は、令和２（２０２

０）年３月３１日までに更新の手続きが完了しない場合、登録が抹消されます。登録の継続を希

望される方は、令和２年３月末までは、更新要件を２つ充足し更新手続きを行うことで、登録を

継続することができます 。

　更新の手続きを行わずに 令和２（２０２０）年３月３１日を経過すると、自動的に登録が抹消さ

れます。

infomation インフォメーション

【問い合せ先】　
　(公財)不動産流通推進センター　コンサルティング係

　　ＴＥＬ　０３-５８４３-２０７９　平日　９：３０～１６：００



会　　　　場開　催　日 会　　　　場開　催　日

　暴追センターでは、暴力団対策法に基づき、岐阜県公安委員会から委託を受けて、一般市民の方

が、暴力団等からの被害を防止するため、各事業所から選任された不当要求防止責任者に対して、

「不当要求防止責任者講習」を無料で実施しています。

　〇　不当要求防止責任者とは

　不当要求防止責任者とは、事業者（所）の業務を統括管理するものであって、暴力団員に

よる不当要求による事業者（所）及び使用人等の被害を防止するために必要な業務を行う人

のことをいいます。原則として、事業者（所）ごとに各１名ですが、希望により複数名を選

任する場合は、選任した責任者ごとに責任者選任届出書を提出してください。

※　不当要求防止責任者は、暴力団員の不当要求による事業者（所）及び従業員等の被害を

　防止するために、不当要求に対応する体制整備や職場内の指導教育等を行ってください。

　〇　講習手続き（新規）

　　①　不当要求防止責任者選任届出書を所轄警察署へ提出する。

　　②　後日、往復はがきで講習日、場所が通知されるので、指定の日に参加してください。

※　届出書の様式は、ホームページからダウンロードできるほか、最寄りの警察署にも備

え付けてあります（ホームページからダウンロードした場合は、同じものを２部作成し

提出してください。）。

　　責任者に変更が生じた場合は、速やかに責任者を選任し、上記同様届出書に記載のう

え、所轄する警察署に提出してください。

　　事業所の名称、所在地、電話番号等に変更を生じた場合は、警察本部組織犯罪対策課

暴力団排除係（０５８－２７２－４４９９）に連絡してください。

★　責任者講習日程（予定）

　　１月～２月の責任者講習については下記の日程で実施する予定です。

【責任者講習に関する問い合わせ先】

　〇　(公財) 岐阜県暴力追放推進センター　　　　　   ＴＥＬ　058-277-1613

　〇　岐阜県警察本部　組織犯罪対策課暴力団排除係　ＴＥＬ　058-272-4499

１月17日（金）

１月28日（火）

岐阜産業会館

大垣市民会館

２月６日（木） 岐阜産業会館

※　開始時間は、午後１時３０分より（全会場共通）

7

岐阜県
暴力追放だより
あなたの職場を、暴力団等から守るため
『不当要求責任者講習』受けましょう。
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　今回は、身近な法律相談として「改正相続法」について、既に一部が施行されておりますのでお話しま
す。

１．親族が亡くなられた場合、相続人が何名かいても相続人１人が裁判上の手続きを経ずに遺産である
預貯金を一定額引き出せる制度を知っていますか

２．１.と関連して遺産である預貯金債権について遺産分割がまとまる前の時点で裁判所に仮分割を求
めることができることを知っていますか

３．相続人でなくても療養看護するなどして財産の維持管理に貢献した親族は寄与料を相続人に対し
て請求できることを知っていますか

１．について
　　以前は、相続人が何名かいる中でも亡くなられた親族の預貯金債権は可分であるとして、法定相続
分について単独で引き出せる余地がありましたが、平成２８年１２月１９日の最高裁判決にて、預貯
金についても他の遺産と同じ処理とするとされ、原則全員の合意がなければ引き出せないことにな
りました。

　　一方で改正相続法にて預貯金債権の額の３分の１につき、払戻しを求める者の法定相続分を乗じ
た額を単独で引き出せることになりました（令和元年７月１日施行）。裁判上の手続きをとらずに行
うことができます。但し、金融機関ごとの上限として１５０万円までと定められました。

　　[計算式]
　　相続開始時の預貯金債権の額（口座基準）×１／３×当該払戻しを求める相続人の法定相続分＝単
独で払戻しをすることができる額

２．について
　　預貯金債権の仮分割を求めて裁判所に仮処分の申し立てを一定の要件にて行うことができます。
遺産分割の調停又は審判の申立をした申立人又は相手方が、相続財産に属する債務の弁済、相続人の
生活費の弁済など家庭裁判所が遺産に属する預貯金債権を行使する必要がある場合に許容され、他
の共同相続人の利益を害さない限り、認められるとされています。

　　具体的な審査の内容については、個別具体的な事件を担当する裁判官の判断に委ねられますが、一
般に、預貯金債権については、その取得を希望する共同相続人が多いと考えられることから、当該預
貯金債権の額に申立人の法定相続分を乗じた額の範囲内に限定するのが相当であるとされています。

　　また、仮処分の申し立てをした者が生前に贈与を受けるなどの多額の特別受益がある場合には、他
の共同相続人の具体的相続分を侵害することがないよう、さらにその額を限定すべきことになるも
のと考えらます。

３．について
　　改正前民法では、例えば、相続人の妻が夫の父（被相続人）の療養看護に努め、被相続人の財産の維
持又は増加に寄与した場合であっても、相続人でない妻が寄与分を主張したり、あるいは何らかの財
産の分配を請求することはできませんでした。これまでは夫（相続人）の寄与分の中で妻の寄与行為
を考慮することで解決を図っていましたが、夫が夫の父より先に死亡した場合、妻の寄与行為を考慮
できなくなることから不公平な結果が生じていました。

　　そこで改正相続法では、妻（相続人ではない親族）が夫の父（被相続人）の療養看護に努めるなどの
貢献を行った場合、貢献した者に対して一定の財産を分け与えることが夫の父（被相続人）の推定的
意思に合致する場合も多いと考えられることから、相続人ではない被相続人の親族が、相続人に対し
てその貢献に応じた額の金銭（特別寄与料）の支払いを請求することができる制度が新設されまし
た。この制度は、令和元年７月１日から施行されています。

以上

（公社）岐阜県宅地建物取引業協会

畑 　 良 平

身近な法律相談
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不動産取引
判例集

不動産取引
判例集

不動産取引
判例集

判例集

【事案の概要】
　平成24年２月18日、Ｙ（売主・宅建業者）は前所有者から、土地（以下「本件土地」という。）及び私

道持分の一部を代金5000万円で買う旨の売買契約を締結した。本件土地は高台に存し、敷地内に

は昭和56年頃に築造された北側隣接地へ約2.5m下がった擁壁が設置されていた（以下、この擁壁

を「本件擁壁」という）。

　同年12月27日、Ｙは、Ｘ（買主・宅建業者）との間で、本件土地及び私道持分の一部について、代

金5600万円で売却する旨の売買契約を締結した（以下「本件売買契約」という）。本件売買契約の特

約第３条では、「買主は、本物件について東南側隣接地からの門塀の越境があることを確認し、現

状のまま引渡しを受けるものとします」と定められていた。

　平成25年２月15日、Ｙは、本件土地をＸに引き渡した。

　同年３月18日から21日までの間、Ｘは、株式会社Ａに依頼して、本件土地の地盤改良工事を行っ

た。

　Ｘ側（同年４月４日、同月23日、同年９月11日）とＹ側（同年５月29日）で実施された測量によ

り本件擁壁の下部が北側隣地の境界との中央付近で最大２cm程度の越境が確認された（以下「本件

越境部分」という。）。

　同年６月12日、その測量結果に伴い北側隣地の所有者は、本件擁壁の越境を解消するため、擁

壁のやり替えを要望し、その費用は、所有者であるＸの責任と負担でお願いする旨の要望書をＸ

は受け取った。

　同年８月26日から９月20日までの間に Ｘは、株式会社Ａに依頼して、本件擁壁の解体工事を

行い、その後、新たな擁壁を築造した。

　土地の買主であるＸが、土地の北側にあった擁壁の下部が隣地に越境しており、越境を解消す

るために実施した擁壁の撤去・築造工事の費用負担が、隠れたる瑕疵により生じたものとし、Ｙに

対し、債務不履行責任又はＹの瑕疵担保責任に基づき、金1333万円余の賠償金（擁壁の撤去・築

造工事の費用等）の支払いを求めた。

【判決の要旨】
　裁判所は、次のとおり判示し、Ｘの請求を棄却した。

１．本件擁壁の越境の有無について

　　Ｙは、本件土地を購入した際、本件擁壁が北側隣地へ越境していたことは否認し、越境が

生じたのは、本件土地の引渡し後に行われたＸの地盤改良工事によるものである旨主張した

ものの、Ｙ側で実施した測量によって越境の可能性を示す結果が出ていること、Ｘの地盤改良

工事は、土木工学上の知見を踏まえた裏付け証拠として存しないことにより、本件売買契約

の締結時には、本件擁壁の越境が存在していたものと認められる。

２．債務不履行の有無について

　　本売買契約は、現状有姿売買であり、契約書の特約第３条については、本件売買契約の締

結時にＸとＹが相互に明確に認識できた本件土地への門塀越境物について確認し、Ｙが本件土

地を現状のまま引き渡せば足りることを定めた趣旨の条項と解するのが相当であるから、Ｙ

は、本件擁壁の越境につきＸに対して債務不履行責任を負うものではない。

３．隠れた瑕疵の有無について

　　土地の売買において、その目的物である土地の隣地に越境する物が存在しないことは、通

常備えるべき性質であるといえるから、本件擁壁の越境は「瑕疵」に当たる。

　　そして、本件擁壁の越境の状況についてみると、本件越境部分はごくわずかな越境であっ

たため、目視による確認で認識し得るものではなく、測量をしなければ発見できないもので

あったことからすれば、本件擁壁の越境は「隠れた瑕疵」に当たるというべきである。

４．損害について

　　本件越境部分は、ごくわずかな越境にとどまり、北側隣地を使用する上で特に妨げにならず、

また、本件擁壁は、本体に破損等は生じておらず、北側隣地に危険を及ぼすような状況にも

なかった。また、本件擁壁の撤去及び新たな擁壁の築造には、Ｙによる試算でも金700万円を

超えるほどの多額の工事費用を要するものであった。

　　今回、北側隣地の所有者から越境の解消を求められたにせよ、Ｘが本件擁壁を撤去して新た

な擁壁を築造したことは明らかに過剰な対応であり、専ら転売のためにしたものといわざる

を得ないから、そのために要する工事費用については損害であるとは評価できないか、損害

といえるにしても、本件土地に隠れた瑕疵があったこととの間に相当因果関係があるとは認

められない。Ｘが損害として主張する諸費用は、信頼利益には当たらないというべきであり、

Ｙの瑕疵担保責任に基づくＸの損害賠償請求は否定するのが相当である。

　　

　買主である宅建業者が、土地購入の決済後に隣地への擁壁越境が

判明し、その解消を隣地所有者から要望され、擁壁の撤去・築造工

事の費用負担は、隠れたる瑕疵により生じたものとし、その費用の

請求を求めた事案において、売主である宅建業者に対して越境は、

隠れた瑕疵にあたると認められたものの、擁壁の撤去・築造は過剰

な対応であるとして買主の請求は棄却された事例

（東京地裁　平成27年１月15日判決 棄却）
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　時にＸとＹが相互に明確に認識できた本件土地への門塀越境物について確認し、Ｙが本件土地

を現状のまま引き渡せば足りることを定めた趣旨の条項と解するのが相当であるから、Ｙは、

本件擁壁の越境につきＸに対して債務不履行責任を負うものではない。

３．隠れた瑕疵の有無について

　　土地の売買において、その目的物である土地の隣地に越境する物が存在しないことは、通

常備えるべき性質であるといえるから、本件擁壁の越境は「瑕疵」に当たる。

　　そして、本件擁壁の越境の状況についてみると、本件越境部分はごくわずかな越境であっ

たため、目視による確認で認識し得るものではなく、測量をしなければ発見できないもので

あったことからすれば、本件擁壁の越境は「隠れた瑕疵」に当たるというべきである。

４．損害について

　　本件越境部分は、ごくわずかな越境にとどまり、北側隣地を使用する上で特に妨げにならず、

また、本件擁壁は、本体に破損等は生じておらず、北側隣地に危険を及ぼすような状況にも

なかった。また、本件擁壁の撤去及び新たな擁壁の築造には、Ｙによる試算でも金700万円を

超えるほどの多額の工事費用を要するものであった。

　　今回、北側隣地の所有者から越境の解消を求められたにせよ、Ｘが本件擁壁を撤去して新た

な擁壁を築造したことは明らかに過剰な対応であり、専ら転売のためにしたものといわざる

を得ないから、そのために要する工事費用については損害であるとは評価できないか、損害

といえるにしても、本件土地に隠れた瑕疵があったこととの間に相当因果関係があるとは認

められない。Ｘが損害として主張する諸費用は、信頼利益には当たらないというべきであり、

Ｙの瑕疵担保責任に基づくＸの損害賠償請求は否定するのが相当である。
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　本件は、軽微な越境と判断された擁壁の撤去・築造は、過剰な対応であり、専ら転売のため

の工事とされ、買主宅建業者の請求が棄却された事例である。

しかし、そもそも本件の問題点としては、売主は、仲介業者を介して土地を購入しているものの、

隣地越境が疑わしいまま安易に転売したところにも問題があったと思われる。

　宅建業者である売主としては、不動産の売却をする際、土地を１つの商品と考え、事前にで

きる限り物件調査など行い、事前に是正できる部分は是正し、安心して取引できる商品として

販売するのが望ましい。

　なお、他に売主及び仲介業者が、契約書上、瑕疵担保責任の期間制限や免責特約を設けたに

も係わらず、越境の事実を知っていたのに不告知であったとし、買主の損害賠償請求が認めら

れた事例（東京地判　平25・１・31）も併せて参考とされたい。

【まとめ】

（一財）不動産適正取引推進機構発行「RETIO」より抜粋

免許更新の手続きはお早めに！！

　免許更新の手続きは、有効期間満了日の９０日前から３０日前までの間に申請して下さい。

　免許更新手続きを忘れて免許が失効しますと、宅建業を営むことができなくなりますのでご

注意ください。
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き動の
会協

１１月１日
 ・不動産公正取引協議会連合会通常総会
　金沢市：山本会長出席
1１月６日
 ・第２回県下統一研修会（西濃地域）
１１月７日
 ・中部圏不動産流通機構総務・財務委員会
　名古屋市：瀬上常務理事出席
１１月１３日
 ・第２回県下統一研修会（飛騨地域）
１１月１４日
 ・全宅連常務理事会
　東京：山本会長出席
１１月１５日
 ・第６回法定講習会
 ・宅建ぎふVol.515発行
１１月１８日
 ・中部地区連絡協議会役員合同会議

　高山市：山本会長、林副会長、瀬上常務理事、
加納事務局長、磯西・吉益職員出席

１１月２０日
 ・第２回県下統一研修会（東濃地域）
１１月２１日
 ・中間監査会
 ・弁護士相談
１１月２５日
 ・第２回県下統一研修会（岐阜地域）
１１月２６日
 ・全宅連・全宅保証第２回理事会
　東京：山本会長、加納事務局長出席
１１月２７日
 ・全宅管理第２回理事会
　東京：東常務理事出席
１１月２８日
 ・第３回総務・財務合同委員会

岐阜中支部
１１月５日
　ＩＴ研修会
１１月１２日
　巡回相談(岐阜市役所)
１１月１３日
　第３回人材育成委員会
１１月１９日
　巡回相談(岐阜市役所)
１１月２５日
　第１回空き家対策委員会
１１月２７日
　第１回役員・地区委員合同
会議

岐阜南支部
１１月６日
　巡回相談(各務原市役所)
１１月７日
　ＩＴ研修会
１１月２０日
　巡回相談(羽島市役所)
　第６回正副支部長・総務委
員長会議
１１月２６日
　巡回相談(岐阜市役所)
　第３回幹事会

岐阜北支部
１１月５日

　巡回相談(岐阜市役所)
１１月７日
　第４回幹事会
１１月１４日
　第３回移動無料相談会
　(岐阜市西部コミュニティ
センター、山県市役所、瑞穂
市総合センター、本巣市役
所糸貫分庁舎、北方町コ
ミュニティセンター)

１１月２１日
　新規入会者事務所調査
　入会審査会
１１月２９日
　ＩＴ研修会

支 部 だ よ り



12

㈲ ハ ウ ス 小 島

㈲ 晃 誠

小　島　啓　子

栗　山　貴　稔

岐阜南

中　濃

羽島郡笠松町北及1782-3

加茂郡坂祝町酒倉2008

廃　　業

廃　　業

26

64

支　部 商　　　　　号 代　表　者 頁備考事務所所在地

退　会　者

会    ・    員   ・
    の   ・    異   ・    動

免許番号

会員権承継

中 濃 不 動 産
㈱ 中 濃 不 動 産

塚 原 浩 江
中　濃

支　部

事務所所在地 〒501-3902　関市弥生町1-3-25

54

商　　　　　号 頁

旧：　⒀ 1652
新：　⑴ 5050

旧：

新：
0575-22-2143
0575-22-2574

塚 原 浩 江
原 　 純 子

専任取引士
電 話 番 号
ＦＡＸ番号

代　表　者
（政令使用人）

西濃支部
１１月１日
　無料相談会(大野町役場)
１１月２日
　無料相談会(ハートピア安
八)
１１月１３日
　無料相談会(海津市文化セ
ンター)
１１月１５日
　中間監査会
１１月２０日
　無料相談会(養老中央公民
館)
１１月２４日
　無料相談会(揖斐川町地域
交流センター)

中濃支部
１１月５日
　新規入会者事務所調査
　入会審査会
１１月６日
　新規入会者事務所調査
　入会審査会
１１月８日
　中濃地域各市町村との意見
交換会
１１月１２日
　巡回相談(関市総合福祉会
館)
１１月１４日
　支部研修会
１１月１９日
　巡回相談(美濃加茂市生涯

学習センター)
１１月２８日
　ＩＴ研修会

東濃支部
１１月２１日
　巡回相談(多治見・瑞浪・恵
那・中津川市役所、セラトピ
ア土岐)

飛騨支部
１１月２７日
　三役会
１１月２９日
　第３回役員会

【中濃支部】

奥 村 知 広⑴　5048
 1. 9.30

㈱ サ ン エ イ 不 動 産 奥 村 知 広 可児市広見1302-8
サンエイタウン2-A

0574-63-2399
0574-63-2393

509-
0214

矢 嶋 保 代⑴　5051
 1.10.28

令 和 不 動 産 ㈱ 武 市 辰 次 加茂郡川辺町中川辺62-
2

0574-53-2304
0574-53-2304

509-
0304

免 許 番 号

免許年月日
商号又は名称 専任の宅建取引士 事 務 所 所 在 地電 話 番 号

ＦＡＸ番号
代　表　者

（政令使用人） 〒

入　会　者（会員名簿に貼付けしてご利用頂けます。）



㈱ カ チ タ ス
岐阜店

㈲ 共 栄 住 宅

共栄ライフパートナーズ㈱
不動産営業部

㈱ グ ッ ド ス ピ ー ド

㈱ Ａ Ｒ Ｔ Ｘ さ く や

宮 本 建 設 ㈱

協 和 建 設 ㈱

㈱ ア ル ミ ッ ク
岐阜長良営業所

㈱ カ チ タ ス
大垣店

夢 ハ ウ ス ・ の ぞ み ㈱

㈱ ド リ ー ム ホ ー ム

岐 阜 ホ ー ム

オ リ エ ン タ ル 商 事 ㈱

㈱ プ ラ イ ズ

愛 岐 木 材 住 建 ㈱

13

磯部諭

磯部諭

髙橋光雄

髙橋光雄

加藤直己

〒500-8282
岐阜市茜部大川1-64-1

㈲さくや

金弘碩

金弘碩

篠田憲明

西脇名津美

小倉舞子

小倉舞子

佐藤一真

〒501-3752
美濃市松栄町5-62

0572-23-4938

〒509-9132
中津川市茄子川1984-67　2F

0573-67-7711

0573-67-7733

西脇名津美

高橋秀郎

高橋秀郎

〒500-8282
岐阜市茜部大川1-63-1

㈱ＡＲＴＸさくや

今井直哉

森一樹

河村元繁

河村元繁

〒501-3701
美濃市143

0572-25-4172

〒509-7201
恵那市大井町2087-244

0573-59-8881

0573-59-8882

近藤史彦

支　部 商　　　　　号 変更事項 頁
変　　更　　内　　容

旧 新

政令使用人

専任取引士

代 表 者

専任取引士

専任取引士

所 在 地

商 号

政令使用人

専任取引士

専任取引士

専任取引士

政令使用人

政令使用人

専任取引士

専任取引士

所 在 地

Ｆ Ａ Ｘ

所 在 地

Ｔ Ｅ Ｌ

Ｆ Ａ Ｘ

専任取引士

岐阜中

岐阜中

岐阜中

岐阜南

岐阜南

岐阜南

岐阜南

岐阜北

西　濃

西　濃

中　濃

中　濃

東　濃

東　濃

東　濃

9

9

9

16

16

18

21

28

38

52

55

57

74

―

80

変更事項（11月）

※　頁の欄は、「平成30・31年度会員名簿」の掲載ページです。「―」表示は、名簿作成後の入会者・支部移転者等です。

本部事務局・支部事務所の年末年始業務のお知らせ
１２月２７日（金）　仕事納め（館内清掃）
１２月２８日（土）～１月５日（日）休日
　１月　６日（月）　仕事始め

事　務　局　だ　よ　り

商       号 代表者支　部 逝去者 続柄 逝去年月日

「訃　報」
謹んで哀悼の意を表し、ご冥福をお祈りします。

早 川 建 築 ㈱

和 幸 住 宅

早川　和男

土屋　幸四郎

東　濃

中　濃

早川　純子

土屋　芳朗

母

父

令和元年11月10日

令和元年11月22日



　ハトマークは、私達がこれから目指していくべき姿の象徴です。2羽の鳩は会
員とユーザーの信頼と繁栄を意味しています。
　また、使用されている色については、赤色は「太陽」を、緑色は「大地」を、
そして白色は「取引の公正」を表しています。
　マークの上にある“ＲＥＡＬ　ＰＡＲＴＮＥＲ” は、会員とユーザーが“ＲＥ
ＡＬ　ＰＡＲＴＮＥＲ” となり、「信頼の絆」が育まれるようにとの願いをシン
ボルマークに込めたものです。

不動産に関するご相談は、不動産無料相談所へ

岐阜中 支 部

岐 阜 南 支 部

岐 阜 北 支 部

西 濃 支 部

中 濃 支 部

東 濃 支 部

飛 騨 支 部

岐阜市金園町５－２６－５ 058-248-6691

羽島郡岐南町下印食３－４７ 058-274-8899

岐阜市福光東１－２５－１
　白木ビル２Ｆ
大垣市住吉町５－１１
　オノデン住吉ビル２Ｆ
美濃加茂市太田本町１－１－２０
　美濃加茂商工会館１Ｆ
土岐市泉梅ノ木町２－９－２
　陶都信用農業協同組合　泉梅ノ木支店２Ｆ

058-295-1982

0584-73-2300

0574-23-1800

0572-55-7218

高山市昭和町２－31－19 0577-36-1396

支 部 名 電 話 番 号所 　 在 　 地

　本会では、本部、各支部事務所に不動産無料相談所を設置し、不動産取引に関するご相談、ご質問
にお応えしています。

　来館による相談は事前に電話でご予約ください。
岐阜市六条南２－５－３　岐阜県不動産会館
058－275－1551
毎週月曜日～金曜日（祝日、本会の指定する日を除く。）
　午前 10：00～12：00　午後１：00～４：00
事前に電話でご予約ください。
　毎月第３木曜日　午後１：30～４：00（予約制）

　事前に電話でご予約ください。
毎週月曜日～金曜日（祝日、本会の指定する日を除く。）
　午前 10：30～12：00　午後１：00～３：30

【本部無料相談所】
所　在　地
電 話 番 号
実 施 日 時

弁護士相談

【支部無料相談所】
実 施 日 時

安心・安全な不動産取引をサポートする
不動産の総合情報サイト

“ハトマークサイト岐阜”
ht tp: / /www.g i fu- takken.or. jp

令和元年11月30日現在
所属会員　1,115名

発　行　所

岐阜市六条南二丁目５番３号（岐阜県不動産会館）
公益社団法人
公益社団法人

岐 阜 県 宅 地 建 物 取 引 業 協 会
全国宅地建物取引業保証協会岐阜本部

電話　058（275）1551　ＦＡＸ　058（274）8833

（発行人）
　　
（編集責任者）
会長・本部長　　山　本　武　久

情報提供委員長　　臼　井　博　幸


